
資本の状況
■資本金の推移 (単位：百万円)

年月日 増資額 増資後資本金 摘要
昭和47年２月１日  16,000  48,000 割当(額面 1:0.5)
昭和50年２月１日  16,000  64,000 割当(額面 1:1/3)
昭和53年２月１日  22,400  86,400 割当(額面 1:0.35)
昭和56年８月１日  17,280 103,680 割当(額面 1:0.2)
昭和62年10月１日 108,898 212,578 割当(中間 1:0.05)
昭和63年10月１日 139,466 352,045 割当(中間 1:0.08)
平成８年11月１日 113,059 465,105 割当(中間 1:0.08)

■株式の状況（平成10年3月31日現在）
＜所有者別状況＞

株主数（人） 所有株式数（単位） 割合（％）
政府及び地方公共団体      1        49   0.00
金融機関    491 1,017,022  40.13
証券会社    135    26,365   1.04
その他の法人  3,576 1,280,643  50.53
外国法人等    455   122,452   4.83
個人その他 22,686    88,053   3.47
合計 27,344 2,534,584 100.00
単位未満株式 4,995,392 株
注) １単位の株式数：千株

＜所有数別状況＞
株主数（人） 同左割合（％） 所有株式数（単位） 同左割合（％）

1,000単位以上    366   1.34 2,129,106  84.00
500単位以上1,000単位未満    152   0.56   107,570   4.25
100単位以上500単位未満    556   2.03   126,598   5.00
50単位以上100単位未満    831   3.04    53,075   2.09
10単位以上50単位未満  3,482  12.73    70,266   2.77
５単位以上10単位未満  2,774  10.15    17,230   0.68
１単位以上５単位未満 19,183  70.15    30,739   1.21
合計 27,344 100.00 2,534,584 100.00
単位未満株式 4,995,392 株
注) １単位の株式数：千株



  
＜大株主＞（所有株式数上位30社） (単位：千株、％)

株主名 所有株式数 株主名 所有株式数
   1　明治生命保険相互会社 115,831(4.56) 16　安田信託銀行株式会社 21,789(0.85)
　 2　日本生命保険相互会社 98,830(3.89) 17　住友生命保険相互会社 18,254(0.71)
　 3　第一生命保険相互会社 64,149(2.52) 18　日鉄鉱業株式会社 17,667(0.69)
　 4　新日本製鐵株式会社 48,053(1.89) 19　株式会社小松製作所 17,483(0.68)
　 5　三井信託銀行株式会社 46,931(1.84) 20　安田火災海上保険株式会社 17,077(0.67)
　 6　住友信託銀行株式会社 42,345(1.66) 21　株式会社富士銀行 17,067(0.67)
　 7　株式会社大和銀行 41,005(1.61) 22　同和鉱業株式会社 17,052(0.67)
　 8　日産自動車株式会社 39,597(1.55) 23　東京海上火災保険株式会社 16,603(0.65)
　 9　東洋信託銀行株式会社 29,753(1.17) 24　関西電力株式会社 16,507(0.64)
　10　株式会社日立製作所 28,540(1.12) 25　日本郵船株式会社 15,698(0.61)
　11　三菱重工業株式会社 27,947(1.10) 26　日産火災海上保険株式会社 15,506(0.61)
　12　三菱信託銀行株式会社 27,873(1.09) 27　中央信託銀行株式会社 15,060(0.59)
　13　朝日生命保険相互会社 27,382(1.07) 28　日本水産株式会社 13,967(0.54)
　14　松下電器産業株式会社 26,463(1.04) 29　住友化学工業株式会社 13,753(0.54)
　15　日本製紙株式会社 24,871(0.97) 30　東京電力株式会社 13,124(0.51)

注) (　)内は発行済株式総数に対する所有株式数の割合です。

■配当政策
当行は、銀行業の公共性に鑑み、資産内容の健全化と財務体質の強化を図りつつ、安定配当を行うことを基本方針としてお
ります。
当期につきましては、不良債権早期処理の観点から、自己査定に基づき、極力前倒しで償却・引当を実施した結果、大幅な
損失計上を余儀なくされました。
景気低迷が続く中、銀行を取り巻く環境には厳しいものがありますが、今後は一層の経営努力により業績の回復が見込める
ことから、上記の基本方針に基づき、期末配当金につきましては安定配当を維持し、前期と同様に１株につき４円25銭（年間
８円50銭）と致しました。

■株価及び株式売買高の推移
＜最近５年間＞ (単位：円)

平成6/3期 平成7/3期 平成8/3期 平成9/3期 平成10/3期

最高 3,560 3,340 3,230 2,970 (2,520) 1,930
株価

最低 2,430 1,850 2,110 1,220 (1,220)   762

注) (　)内は新株権利落後の株価であります｡

＜最近６カ月間＞ (単位：円)

平成9年10月 11月 12月 平成10年1月 2月 3月
最高 1,520 1,250 1,180 1,180 1,160 1,100
最低 1,140 980 860 762 990 881株価及び株式売買高

売買高(千株) 52,935 87,168 56,341 94,959 51,123 60,008
注) 株価及び株式売買高は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。


